
【パブリックコメント実施期間：平成２８年９月１日（木）から９月３０日（金）まで】 

平成２８年９月 

越 谷 市
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【現行】（基本計画Ｐ４４）

１．各庁舎への部門配置・新本庁舎の規模

（２）新本庁舎の規模について

（１）のゾーニング案を元に、平成２７年４月１日現在の各課職員数、並びに平

成２８年度に予定されている組織改正を踏まえ、各部に必要な面積を算出しました。

新本庁舎の想定規模（床面積）を下記のとおり設定します。

算出方法 

 総務省の「地方債同意等基準」があります。これは、庁舎建設の際に起債をす

るための基準となる面積を算定するものでした。現在は交付金として措置される

ため、この基準に沿う必要はありませんが、客観的な基準として参考となるもの

です。 

 総務省基準に沿って全体としての必要面積を算出した上で、総務省基準には含

まれていない「市民協働機能」を盛り込んで検討、算出しました。 

 ４．５㎡ × 換算職員数（換算率により補正したもの）  

補正を行う換算職員数 

区 分 

換 算 率 

特

別

職

三

役

部

長

次

長

課

長

課
長
補
佐

係

長

一
般
職
員

級 級級

人口５万人以上 

 ５０万人未満の市町村 
×２０ ×９ ×５ ×２ ×１ 

新本庁舎及び（仮称）市民協働ゾーンの想定規模（床面積） 

 なお、上記はあくまでも現段階での想定であり、今後、設計段階において機能及び設備

等の追加や変更により、延床面積の増減が生じる場合があります。

124.10 Ｒ階
８階
７階
６階
５階
４階

990.00 ３階
990.00 ２階
990.00 １階

Ｂ１階
2970.00 ㎡ ㎡ 建物小計

㎡ 合計18856.50

新本庁舎

（仮称）
市民協働
ゾーン

2059.10
2059.10
2059.10

15886.50
2059.10

1505.20
1505.20
1505.20
1505.20
1505.20
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【見直し（素案）】

（２）新本庁舎の規模について

（１）のゾーニング案を元に、平成２８年４月１日現在の各課職員数、並びに平

成２８年度の組織改正を踏まえ、各部に必要な面積を算出しました。新本庁舎の想

定規模（床面積）を下記のとおり設定します。

算出方法 

 現在の執務環境を悪化させることのない、現状レベル（３．６㎡）の規模を維

持するため、既存の本庁舎・第二庁舎・第三庁舎の執務室面積から職員一人当た

りの必要面積の算出を行い、総務省の「地方債同意等基準」に基づく換算係数を

補正し、全体としての必要面積を算出しました。 

 その上で、総務省基準には含まれていない「市民協働機能」を盛り込んで検討、

算出しました。 

 ３．６㎡ × 換算職員数（換算率により補正したもの）  

補正を行う換算職員数 

区 分 

換 算 率 

特

別

職

三

役

部

長

次

長

課

長

課
長
補
佐

係

長

一
般
職
員

級 級級

人口５万人以上 

 ５０万人未満の市町村 
×２０ ×９ ×５ ×２ ×１ 

新本庁舎及び（仮称）市民協働ゾーンの想定規模（床面積） 

 なお、上記はあくまでも現段階での想定であり、今後、設計段階において機能及び設備

等の追加や変更により、延床面積の増減が生じる場合があります。

102.30 Ｒ階
８階
７階
６階
５階
４階

990.00 ３階
990.00 ２階
990.00 １階

Ｂ１階
2970.00 ㎡ ㎡ 建物小計

㎡ 合計16050 .00

1695.30
1695.30
1695.30
1695.30
13080 .00

新本庁舎

1239.30

（仮称）
市民協働
ゾーン

1239.30
1239.30
1239.30
1239.30



3 

【現行】（基本計画Ｐ５５）

Ⅳ．新庁舎建設に向けた事業計画

２．事業スケジュール及び建設手順について

（１）事業スケジュール

本庁舎建設基本計画の策定後、平成２８年度から本庁舎の基本設計に着手する見込

みです。

その後、実施設計を行い、建設工事に着手します。
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【見直し（素案）】 

Ⅳ．新庁舎建設に向けた事業計画

２．事業スケジュール及び建設手順について

（１）事業スケジュール

本庁舎建設基本計画の策定後、平成２８年度から新庁舎の基本設計に着手し、新庁

舎建設について、以下の事業スケジュールで進めてまいります。

表 事業スケジュール

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31 

年度 

平成 32 

年度 

平成 33 

年度 

平成 34 

年度 

平成 35 

年度 

平成 36 年

度以降 

基本設計 

実施設計

Ⅰ期（新本庁舎）工事 

外構工事 

Ⅱ期（協働ゾーン）工事 

旧本庁舎（Ⅱ期）解体

旧本庁舎（Ⅰ期）解体

立体駐車場工事 
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【現行】（基本計画Ｐ５６） 

３．概算事業費及び財源計画について 

（１）概算事業費の算出

（ⅰ）概算事業費算出のための条件 

建物工事費は、建築面積や建物仕様グレード、構造種別や耐震性能などにより異な

ります。 

本項目では、新庁舎概算事業費の算出にあたり、以下の試算条件を設定のもと、躯

体構造に耐震性能を加味し、新庁舎概算工事費を算出します。 

○ 建築面積 ：* * * * ㎡（現段階では未定） 

○ 延床面積 ：合計 １８，８５６．５０㎡（Ⅲ－１から） 

○ 建物階数 ：地上８階地下１階（新本庁舎） 

及び 地上３階〔（仮称）市民協働ゾーン〕 

（ⅱ）概算事業費の算出 

先行事例の建設単価を調査し、平均の建設単価に、建設工事費デフレーター（国土

交通省）による補正（2015 年 10 月時点）を行った結果、450,290 円/㎡〔消費税込み。

税率 10％で計算〕という数値が得られました。 

この結果から、本計画における想定事業費は、450,000円／㎡と設定して検討します。 

6 

【見直し（素案）】 

変更点 

① 建設単価…450,000 円／㎡→383,000 円／㎡、350,000 円／㎡ 

（１）概算事業費の算出

（ⅰ）概算事業費算出のための条件 

建物工事費は、建築面積や建物仕様グレード、構造種別や耐震性能などにより異な

ります。 

本項目では、新庁舎概算事業費の算出にあたり、以下の試算条件を設定のもと、躯

体構造に耐震性能を加味し、新庁舎概算工事費を算出します。 

○ 建築面積 ：* * * * ㎡（現段階では未定） 

○ 延床面積 ：合計 １６，０５０．００㎡（Ⅲ－１から） 

○ 建物階数 ：地上８階地下１階（新本庁舎） 

及び 地上３階〔（仮称）市民協働ゾーン〕 

（ⅱ）概算事業費の算出に伴う、建設単価 

先行事例等の建設単価を調査し、平均の建設単価を算出した結果、新本庁舎の建設

単価を 383,100 円/㎡、（仮称）市民協働ゾーンの建設単価を 350,342 円/㎡〔消費税込

み。税率 10％で計算〕という数値が得られました。 

この結果から、本計画における想定事業費は、383,000 円／㎡と 350,000 円／㎡と設

定して検討します。 
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【現行】（基本計画Ｐ５７）

■
建
設
単
価
（
他
庁
舎
の
事
例
）

千
葉
県

浦
安
市

茨
城
県

日
立
市

神
奈
川
県

横
浜
市

福
岡
県

飯
塚
市

茨
城
県

坂
東
市

神
奈
川
県

茅
ヶ
崎
市

栃
木
県

下
野
市

Ｒ
Ｃ
、
一
部
Ｓ

Ｓ
、
一
部
Ｒ
Ｃ

Ｓ
、
一
部
Ｒ
Ｃ

Ｓ
、
一
部
Ｓ
Ｒ
Ｃ

Ｒ
Ｃ
、
一
部
Ｓ

Ｓ
Ｒ
Ｃ

Ｒ
Ｃ
、
一
部
Ｓ

　
Ｓ
Ｒ
Ｃ

免
震

免
震

-
免
震

免
震

免
震

地
上
1
1
階

地
下
1
階

地
上
7
階

地
上
3
2
階

地
上
8
階

地
下
1
階

地
上
5
階

地
下
1
階

地
上
7
階

地
上
4
階

2
0
1
3
年
8
月

2
0
1
5
年
2
月

2
0
1
5
年
1
0
月

2
0
1
5
年
1
月

2
0
1
4
年
1
0
月

2
0
1
4
年
1
0
月

2
0
1
4
年
3
月

敷
地
面
積
：
㎡

1
1
,
0
8
0

2
8
,
2
3
6

1
3
,
4
8
6

1
1
,
0
1
3

2
2
,
6
0
8

-
2
1
,
3
9
4

2
5
,
4
7
2

2
5
,
0
0
0

1
4
0
,
5
0
0

1
7
,
9
5
8

1
2
,
7
3
2

2
0
,
0
5
1

1
1
,
1
9
1

2
5
,
7
4
2

2
5
,
0
0
0

1
4
0
,
5
0
0

1
7
,
9
5
8

1
2
,
7
3
2

2
0
,
0
5
1

9
,
7
4
2

-
-

3
2
6

1
,
0
5
0

内
訳

・
庁
舎

　
2
5
,
4
7
1
.
7
1
㎡

・
庁
舎

　
2
5
,
0
0
0
㎡

・
庁
舎

　
1
4
0
,
5
0
0
㎡

・
庁
舎
棟

　
1
7
,
9
5
8
㎡

・
新
庁
舎

　
1
2
,
7
1
0
㎡

・
新
庁
舎

　
1
7
,
9
2
5
.
9
0
㎡

・
渡
り
廊
下

　
2
7
7
.
2
7
㎡

・
地
下
駐
車
場

　
1
,
8
4
8
.
5
2
㎡

・
庁
舎
棟

　
9
,
7
4
2
㎡

・
付
属
棟

　
1
,
0
5
0
㎡

1
1
,
3
5
7
,
0
0
0

1
0
,
3
9
8
,
0
0
0

6
7
,
0
3
7
,
0
3
7

6
,
6
6
1
,
9
3
2

5
,
5
4
9
,
7
2
2

6
,
1
6
2
,
2
0
9

4
,
1
1
0
,
3
4
0

1
2
,
2
6
5
,
5
6
0

1
1
,
2
2
9
,
8
4
0

7
2
,
4
0
0
,
0
0
0

7
,
1
9
4
,
8
8
7

5
,
9
9
3
,
7
0
0

6
,
6
5
5
,
1
8
6

4
,
4
3
9
,
1
6
7

4
4
1
,
1
8
6

4
1
5
,
9
2
0

4
7
7
,
1
3
2

3
7
0
,
9
7
3

4
3
5
,
8
8
8

3
0
7
,
3
2
7

4
2
1
,
9
2
0

発
注
時

1
0
6
.
3

1
0
8
.
6

1
0
7
.
7

1
0
8
.
9

1
0
8
.
1

1
0
8
.
1

1
0
7
.
8

現
在
(
2
0
1
5
.
1
0
)

1
0
7
.
7

1
0
7
.
7

1
0
7
.
7

1
0
7
.
7

1
0
7
.
7

1
0
7
.
7

1
0
7
.
7

4
4
6
,
9
9
6

4
1
2
,
4
7
3

4
7
7
,
1
3
2

3
6
6
,
8
8
5

4
3
4
,
2
7
5

3
0
6
,
1
9
0

4
2
1
,
5
2
8

平
均
建
設
単
価
：
円
/
㎡
（
税
抜
き
）

平
均
建
設
単
価
：
円
/
㎡
（
税
込
み
）
※
税
率
１
０
％
の
場
合

4
0
9
,
3
5
4

4
5
0
,
2
9
0

庁
舎
本
体
延
床
面
積
：
㎡

そ
の
他
付
属
棟
延
床
面
積
：
㎡

予
定
価
格
：
千
円
（
税
抜
き
）

予
定
価
格
：
千
円
（
税
込
）
※
税
率
８
％

建
設
単
価
：
円
/
㎡
（
税
抜
き
）

建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
ー

（
国
土
交
通
省
）

に
よ
る
補
正
（
※
1
）

建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
ー

補
正
後
建
築
単
価
：
円
/
㎡
（
税
抜
き
）

延
床
面
積
（
全
て
）
：
㎡

区
　
　
　
　
　
分

構
造
種
別
（
Ｓ
、
Ｒ
Ｃ
、
Ｓ
Ｒ
Ｃ
）

耐
震
構
造
（
耐
震
、
制
震
、
免
震
）

階
数

発
注
時
期

※
1：
建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
ー
（
国
土
交
通
省
）
は
20
15
年
10
月
時
点
で

の
平
成
１
７
年
度
基
準
の
月
別
の
デ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
。

※
1：
建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
ー
（
国
土
交
通
省
）
は
20
15
年
10
月
時
点
で

の
平
成
１
７
年
度
基
準
の
月
別
の
デ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
。

※
1
：
建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
ー
（
国
土
交
通
省
）
は
2
0
1
5
年
1
0
月
時
点
で
の
、
平
成
１
７
年
度
(2
0
0
5
年
度
)を
基
準
と
し
た
月
別
の
デ
ー
タ
を

使
用
し
て
い
る
(平
成
１
７
年
度
＝
１
０
０
．
０
と
し
て
換
算
）
。
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【見直し（素案）】 

表
　
先
行
事
例
に
よ
る
建
設
費
用
比
較

■
新
本
庁
舎
の
建
設
単
価
（
他
庁
舎
の
事
例
）

区
分

吉
川
市

桶
川
市

北
本
市

市
川
市

府
中
市

新
座
市

つ
く
ば
市

本
市
保
健
所
本
市
第
三
庁
舎

構
造
種
別
（
Ｓ
、
Ｒ
Ｃ
、
Ｓ
Ｒ
Ｃ
、
Ｗ
、
Ｐ
Ｃ
）

Ｓ
Ｓ
、
一
部
Ｓ
Ｒ

Ｃ
、
Ｒ
Ｃ
、
Ｗ

Ｓ
Ｓ

検
討
中

Ｒ
Ｃ
＋
Ｓ

Ｐ
Ｃ
、
Ｓ

Ｓ
Ｓ

耐
震
構
造
（
耐
震
、
制
震
、
免
震
）

耐
震

免
震

耐
震

免
震

免
震

免
震

免
震

耐
震

耐
震

階
数

地
上
３
階

地
下
な
し

地
上
５
階

地
上
３
階

地
上
７
階
地
下

１
階
、
地
上
５

階
検
討
中

地
上
５
階

地
下
１
階

地
上
７
階

地
上
４
階

地
上
６
階

（
Ｒ
階
含
む
）

発
注
時
期

設
計
中

2
0
1
6
年
3
月

2
0
1
2
年
9
月

2
0
1
5
年
7
月

設
計
中

2
0
1
5
年
1
1
月

し
ゅ
ん
工

し
ゅ
ん
工

し
ゅ
ん
工

敷
地
面
積
：
㎡

約
1
5
,0
0
0

4
,1
8
4
.1
4

1
3
,5
1
1
.1
4

1
2
,0
9
2
.5
9

約
1
2
,4
0
0

1
3
,9
5
1

約
9
0
,0
0
0

5
,9
2
3
.4
6

1
5
,9
9
0
.8
7

延
床
面
積
（
全
て
）
：
㎡

約
8
,1
0
0

1
5
,1
9
8

庁
舎
本
体
延
床
面
積
：
㎡

約
7
,6
4
0

9
,5
4
3
.1
8

9
,5
9
3

4
1
,6
9
6
.9
5

約
3
0
,0
0
0

1
2
,7
1
0

2
1
,0
0
4

3
,8
7
3
.4
6

4
,7
7
0
.7
1

そ
の
他
付
属
棟
延
床
面
積
：
㎡

約
4
6
0

内
訳

本
庁
舎

約
7
,6
4
0
㎡

付
属
棟

約
4
6
0
㎡

第
一
庁
舎

3
0
,6
5
6
.0
3
㎡

第
二
庁
舎

1
1
,0
4
0
.9
5
㎡

新
庁
舎

1
2
,7
1
0
㎡

第
二
庁
舎

2
,4
8
8
㎡

価
格
：
千
円
（
税
抜
）

3
,3
3
6
,0
0
0

3
,4
8
0
,0
0
0

2
,6
5
0
,0
0
0
1
8
,8
8
0
,0
0
0
1
1
,8
7
9
,6
3
0

4
,1
5
3
,9
5
0

6
,0
0
0
,0
0
0

1
,2
3
3
,9
5
0

1
,3
2
0
,8
0
0

価
格
：
千
円
（
税
込
）
　
※
税
率
5
％
又
は
8
％

3
,6
0
2
,8
8
0

3
,7
5
8
,4
0
0

2
,8
6
2
,0
0
0
2
0
,3
9
0
,4
0
0
1
2
,8
3
0
,0
0
0

4
,4
8
6
,2
6
6

6
,4
8
0
,0
0
0

1
,2
9
5
,6
4
8

1
,4
2
6
,4
6
4

建
設
単
価
：
円
/
㎡
（
税
抜
）

4
3
6
,6
4
9

3
6
4
,6
5
8

2
7
6
,2
4
3

4
5
2
,7
9
1

3
9
6
,0
0
0

3
2
6
,8
2
5

2
8
5
,6
6
0

3
1
8
,5
6
5

2
7
6
,8
5
6

平
均
建
設
単
価
：
円
/
㎡
（
税
抜
）

3
4
8
,2
5
0

平
均
建
設
単
価
：
円
/
㎡
（
税
込
）
　
※
税
率
1
0
％
の
場
合

3
8
3
,0
7
5
≒
 3
8
3
,0
0
0
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■
市
民
協
働
ゾ
ー
ン
建
設
単
価
（本
市
の
事
例
）

区
分

出
羽
地
区
セ
ン
タ
ー

第
４
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー

①
構
造
種
別
（S
、
R
C
、
S
R
C
）　
★

R
C

R
C

②
耐
震
構
造
（耐
震
、
制
震
、
免
震
） 
　
★

耐
震

耐
震

③
階
数
　
★

2
2

④
発
注
時
期

平
成
24
年
度
（税
率
5％
）
平
成
26
年
度
（税
率
8％
）

⑤
延
べ
床
面
積

1,
99
1.
31

2,
35
2.
00

⑥
主
建
物
　
延
べ
床
面
積

1,
98
9.
69

2,
35
2.
00

⑦
付
属
建
物
　
延
べ
床
面
積

1.
62

な
し

⑧
価
格
：千
円
（税
抜
き
）

56
0
,0
30
,0
00

76
3,
96
0,
00
0

⑨
価
格
：千
円
（税
込
み
）

58
8
,0
31
,5
00

82
5,
07
6,
80
0

⑩
建
設
単
価
：円
/m
2
（税
抜
き
）

28
1,
23
7

3
24
,8
13

⑪
建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
ー
（建
設
物
価
20
16
/4
、
P
41
参
考
）

1.
11
0

考
慮
し
な
い

⑫
平
均
建
設
単
価
：円
/m
2（
税
抜
き
）

31
2,
17
3

3
24
,8
13

⑬
平
均
建
設
単
価
：円
/m
2（
税
込
み
）※
税
率
1
0％

34
3,
39
0

3
57
,2
94

⑬
市
民
協
働
ゾ
ー
ン
建
設
費
用
：円
/m
2　
※
税
率
10
％

35
0,
34
2
≒
35
0,
00
0円

10 
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【現行】（基本計画Ｐ５８） 

（２）財源計画 

建設単価予想における試算額 

区    分 数  量 単  価 事 業 費 

庁舎建築工事費（Ⅰ期

工事、Ⅱ期工事） 

免震構造

（想定）

18,856.5

㎡
450,000 円 8,485,425 千円

解体工事費（低層部、

現本庁舎） 
一式 873,200 千円

付属棟建築工事費 公用車庫 4,500 ㎡ 80,000 円 360,000 千円

外構工事費（Ⅰ期工事、

Ⅱ期工事他） 
9,000 ㎡ 30,000 円 270,000 千円

設計費(建設、解体) 一式 143,000 千円

工事監理業務（Ⅰ期工

事、Ⅱ期工事） 
一式 62,000 千円

合    計 10,193,625 千円

財

源

本市の財政状況を勘案し、基金（公共施設等整備基金）、市債、国県補助金を最

大限活用しながら、特定の年度に一般財源の負担が偏らないよう予算の平準化を図

り、財源計画を決定します。 

なお、上記はあくまでも現段階での試算額であり、今後、構造計画や建設年度等によ

り変動が生じる場合があります。

12 

【見直し（素案）】 

（２）概算事業費及び財源計画 

建設単価予想における試算額 

区    分 数  量 単  価 事 業 費 

庁舎建築工事費 

新本庁舎（Ⅰ期工事）

免震構造

（想定）
13,080 ㎡ 383,000 円 5,006,500 千円

（仮称）市民協働ゾー

ン（Ⅱ期工事） 2,970 ㎡ 350,000 円 1,039,500 千円

解体工事費（低層部、

現本庁舎）、樹木移植 
一式 855,250 千円

付属棟建築工事費 公用車庫 4,500 ㎡ 87,000 円 391,990 千円

外構工事費（Ⅰ期工事、

Ⅱ期工事他） 
一式 294,900 千円

設計費(建設、解体)、

地質調査 
一式 226,010 千円

工事監理業務（Ⅰ期工

事、Ⅱ期工事） 
一式 50,620 千円

合    計 7,864,770 千円

財

源

本市の財政状況を勘案し、基金（公共施設等整備基金）、市債、国県補助金を最

大限活用しながら、特定の年度に一般財源の負担が偏らないよう予算の平準化を図

り、財源計画を決定します。 

なお、上記はあくまでも現段階での試算額であり、今後、構造計画や建設年度等によ

り変動が生じる場合があります。


